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平成２５年度第１回森林の未来を考える懇談会資料
も り

森林除染及び

森林再生対策の推進について

○森林の除染について

・福島県の森林の汚染状況

・森林内の放射性物質の分布状況調査

・間伐による森林除染の実証

・生活圏の森林除染に係る暫定技術指針

○ふくしま森林再生事業について

・震災後の県内森林整備の停滞

・ふくしま森林再生事業の概要

・森林除染事業と森林再生事業の比較

平成２５年 ７月 ９日

福島県 農林水産部 森林計画課
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#0 福島第一原発

旧警戒区域

旧計画的避難区域

0.23μSv/h以上の区域

うち森林

※0.23μSv/h以上の区域は、

環境省　災害廃棄物安全評価検討会議資料

（平成23年10月10日公表：9月18日現在の値に換算）

から作成。

福島県の森林の汚染状況（空間線量率0.23μSv/h以上）

■ 森林の汚染状況（第５回環境回復検討会会議資料より作成）

区 分 0.23μSv/h未満 0.23μSv/h以上 計

民有林・国有林合計 ５５４千ha ４３０千ha ９８４千ha

■ 民有林の対策のエリア区分（県による試算）

民有林の放射性物質による汚染

（面積５６３千ha）

０．２３μSv/h以上０．２３μSv/h未満

約５０％（２９７千ha) 約５０％（約２６５千ha)

森林再生エリア（林野庁） 森林除染エリア（環境省）

約３５％（約１８３千ha) 約１５％（約８２千ha)

国直轄 （約３５千ha）

住居等近隣（約３８千ha）

荒廃森林等（約 ９千ha）

エリア区分
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森林内の放射性物質の分布状況調査（農林水産省H25.3.29公表）
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Ｈ２３とＨ２４を比較

葉 → ▲ ７５％

枝 → ▲ ６０％

樹皮→ ▲ ６７％

落葉 →     ▲ ４３％

土壌 → ＋１８４％

Ｈ２３とＨ２４を比較

葉 → ▲ ８７％

枝 → ▲ ５７％

樹皮→ ▲ ５０％

落葉 →     ▲ ６１％

土壌 → ＋１３４％

枝

樹皮
落葉

土壌

葉

※ 土壌（０～５cm）のＣＳ濃

度がＨ２３の２～３倍に増加

針葉樹 広葉樹

葉

土壌

落葉

枝

樹皮

※ 森林内のＣｓ分布状況につい

ては、県か実施している実証事

業でも同様の知見を確認。

葉Ｃｓは約８割低下

Ｃｓが土壌に移行中

葉Ｃｓは全体の１％程度

Ｃｓが土壌に移行中

森林内の放射性セシウムの分布割合の変化（２０１１年と２０１２年）
単位（％）

枝 葉 　　　計

2011年 3 0 0 10 32 42 45 30 25 55 100

2012年 2 0 0 5 6 11 13 14 73 87 100

2011年 1 0 0 7 11 18 19 47 34 81 100

2012年 1 0 0 2 1 3 4 26 70 96 100

2011年 2 0 0 7 8 15 17 51 32 83 100

2012年 1 0 0 3 1 4 5 20 75 95 100

2011年 1 0 0 7 26 33 34 43 23 66 100

2012年 1 0 0 3 11 14 15 20 65 85 100

2011年 2 0 0 4 19 23 25 32 43 75 100

2012年 1 0 0 3 6 9 10 13 77 90 100

※資料は、平成25年3月29日　農林水産省プレスリリース「森林内の放射性物質の分布状況調査結果について」より作成した。

・樹木地上部のセシウム分布割合が減少し、地表の落葉層や土壌内の分布割合が増加した。
・材（心材、辺材）の分布割合は少ない。

地表と地下
（５５～８３％→８５～９６％）

合計
枝葉別

落葉層 土壌 計

地上部
（１７～４５％→４～１５％）

樹皮 辺材 心材 計

調査地名 主要樹種

２０１２年の状況

調査年度

林齢
空間線量率

（μＳｖ／ｈ）

大玉 スギ

只見 スギ

43

43

43

42

41

川内 スギ

アカマツ大玉

大玉 コナラ

3.01

0.3

0.3

0.3

0.12
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○間伐による空間線量率の低減を確認。

○空間線量低減は、実証地の中心部で効果が大きく、林縁部に近づくほど小さくなる。

○空間線量低減には、一定面積の間伐等の必要性が示唆された。

実証地における間伐による空間放射線量の低減率

区 分 実証地
間伐率 胸高直径 樹 高 成立本数 平均線量率(μSv／h)

平均低減率（％）
（％） (cm) (m) (本／ha） 施業前 施業後

ス ギ 二本松市 30 % 22 16 1,100 0.746 0.662 8.7 ％ （10.8 ％）

アカマツ 川内村 30 % 16 18 1,180 3.123 2.575 12.5 ％ （17.5 ％）

アカマツ 川内村 40 % 16 15 1,660 4.554 3.902 12.0 ％ （14.4 ％）

※1 平均線量率は、実証地において施業前と施業後に４１箇所を測定した平均値。
※2 平均線量率の（ ）は、施業前後における平均低減率の数値

○間伐による森林除染の実証結果
（実証地：0.80ha/箇所（半径50m×4箇所）
（調査期間：平成24年2月～7月）

間伐による森林除染の実証

○実証地における空間線量率平面分布（スギ）
場所：二本松市 面積：0.8ha 間伐率：30% 期間：平成24年2月8日～平成24年7月6日
胸高直径：22㎝ 樹高：16m 成立本数：1,100本数
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震災後の県内森林整備の停滞
（森林整備面積の推移）

平成22年度比 平成23年度実績 ▲約40%
平成24年度実績 ▲約50%

ふくしま森林再生事業の背景と森林整備の実施

＜震災の発生＞ ＜森林整備事業の実施＞

・森林内の放射性
物質に対する不安

・一般造林事業（事業主体：森林所有者、森林
組合等　補助率：最高６８％）

再造林、下刈、
間伐、森林作
業道等

・避難の発生

・林業経営におけ
る放射性物質の影
響に対する心配

・森林環境基金事業（森林整備事業　事業主
体：森林経営計画等の認定を受けているもので
あり、かつ「森林整備業務指名競争入札参加
者名簿（間伐業務）」に登録されているもの　補
助率１０／１０）

間伐

＜本県の森林＞

・森林整備の停滞

・自然災害に弱い
森林の増加

・林業の衰退
・森林整備加速化　林業再生事業（事業主体：
森林経営計画作成者等　補助率　定額）

間伐

・ふくしま森林再生事業（一般造林の森林整備
事業　事業主体：県　市町村　補助率７２％）

再造林、下刈、
間伐、森林作
業道等

＜県土の荒廃＞

・県土の荒廃
・ふるさとの衰退

・ふくしま森林再生事業（放射性物質対策事業
事業主体：県　市町村　補助率１０／１０）

空中放射線量測
定、放射性物質
拡散防止柵等

福
島
県
の
森
林
再
生
・
ふ
る
さ
と
再
生

・森林環境基金事業（森林整備促進事業　事業
主体：森林経営計画策定者等　補助率７５％）

再造林
間伐
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①森林整備・路網整備の実施

②土場へ全木搬出等
分別、破砕、梱包、運搬、保管、表土流出防止対策等

ふくしま森林再生事業の実行の流れ

○森林整備等（造林補助事業）
１ 事業主体 市町村、県
２ 事業内容 森林整備及び路網整備
３ 補 助 率 ７２%以内
※ 補助残分（２８％分は震災復興特別交付税対象）

対象：汚染状況重点調査区域等

○放射性物質対策
１ 事業主体 市町村、県
２ 事業内容 事前調査等、枝葉等の処理
３ 補 助 率 10/10以内

④当年度事業計画作成（事業費、数量）

②関係者への説明、同意取得

①全体計画作成（実施箇所、優先順位等）

③詳細調査（放射線量、森林状況、権利関係、境界確認、測量）

（１）事前調査等

（２）枝葉等の処理

（３）事業の効果調査、評価

①整備後の空間線量等測定

②測定結果などとりまとめ、評価・分析

１ 事業目的

２ 対象区域 汚染状況重点調査地域等

３ 事業主体 市町村等

４ 事業内容と補助率

（１）　放射性物質対策 　補助率：定額　（１０／１０）

（２）　森林整備等 　補助率：７２％　（国５４％、県１８％）　　　　　　　　※　補助残額には「震災復興特別交付税措置」がある。

　事業内容

５ 事業実施者（例）

○ソフト事業 ○ハード事業
全体計画樹立 設計積算 森林整備（間伐、更新伐、植栽等）

事業計画作成 実施設計書作成 路網整備（作業路、土場等）

森林状況調査 現場管理 枝葉等処理（破砕、梱包、運搬、保管等）

住民説明会 効果調査・評価 拡散防止（木柵、丸太柵、溜枡等）

所有者同意書取得

６ 県の予算措置

平成２４年度２月補正 １，６３９百万円

平成２５年度当初 ２，４９７百万円

平成２５年度全体 ４，１３６百万円

　　①　事業計画樹立等（全体計画、年度別、面積、事業費、同意取得等）                 ②　森林調査（空間線量率、資源、利活用、路網等）

　　⑤　森林整備（間伐、更新伐、除伐、下刈り、植栽等）                     ⑥　路網整備（作業道、土場、作業ヤード等）

（ソフト部門）民間企業、公的団体等 （ハード部門）森林組合、林業事業体

ふくしま森林再生事業の概要

発注者（事業主体：市町村等）

　　③　枝葉等処理等（分別、粉砕、梱包、運搬、保管等） 　　　　　　　　                     ④　効果調査等

　事業内容

　原発事故によって森林が広範囲に放射性物質で汚染されており、森林整備や林業生産活動が停滞し、森林の有する水源かん養や山地
災害防止等などの公益的機能が低下している。このため、間伐等の森林施業と路網整備を一体的に実施し、森林の公益的機能を維持し
ながら放射性物質を削減し、本県の森林再生を図る。
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森林再生事業と森林除染事業の比較

区 分 森 林 再 生 事 業 森 林 除 染 事 業

担当省庁 農林水産省（林野庁） 環境省

○放射性物質の影響によって、森林整備が停 ○放射性物質によって、森林が汚染。
事 業 の 滞。 ○県民等が被ばく。
背景 ○森林の有する公益的機能の低下が懸念。

○森林の再生と林業の復興によって、森林の ○放射性物質による人の健康、生活環境への
目 的 公益的機能を維持。 影響低減。

○森林からの放射性物質の低減と拡散防止。 （空間線量率の低減）

○緊急に森林整備と路網整備を実施。 ○追加被爆線量率年間１ mSv（空間線量率 0.23
対 策 μ Sv/h）以下を目指す。

対象範囲 ○放射性物質の影響によって、森林整備が停 ○除染特別区域、汚染状況重点調査地域
滞した区域。 ○生活圏の森林（林縁から20m）
（空間線量率 0.23 μ Sv/h 超の森林 汚染状況

重点調査地域等）

作業手法 ○間伐などの林業的手法による森林整備。 ○落葉除去
○放射性物質の拡散防止（丸太柵など）。 ○必要に応じて枝葉除去

（
5
 -

 8
）


	51-1_福島県の森林汚染状況
	森林汚染調査（中間報告）20121225
	国有林込み０．２３エリア（241005作成→提出版）


	51-2_森林内の放射性物質の分布状況調査_v2
	51-3_間伐による森林除染の実証
	52_生活圏の森林除染に係る暫定技術指針第２章
	53_ふくしま森林再生事業の概要_v2
	54_森林再生と森林除染の比較
	This page intentionally left blank.pdf
	空白




